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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次

第63期

第２四半期

連結累計期間

第64期

第２四半期

連結累計期間

第63期

第２四半期

連結会計期間

第64期

第２四半期

連結会計期間

第63期

会計期間

自　平成21年４
月１日

至　平成21年９
月30日

自　平成22年４
月１日

至　平成22年９
月30日

自　平成21年７
月１日

至　平成21年９
月30日

自　平成22年７
月１日

至　平成22年９
月30日

自　平成21年４
月１日

至　平成22年３
月31日

売上高 （百万円） 48,287 65,642 26,662 32,815 105,896

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △4,263 2,779 △1,366 1,311 △3,475

四半期純利益又は四半期（当
期）純損失（△）

（百万円） △4,559 1,658 △1,492 711 △4,294

純資産額 （百万円） － － 52,621 59,700 60,797

総資産額 （百万円） － － 133,049135,874137,897

１株当たり純資産額 （円） － － 445.33 416.42 423.85

１株当たり四半期純利益又は
四半期（当期）純損失（△）

（円） △38.94 11.65 △12.74 5.00 △36.11

潜在株式調整後１株当たり四
半期（当期）純利益

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） － － 39.2 43.6 43.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 1,913 5,301 － － 6,514

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △3,081 △3,991 － － △4,891

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △10,186 △3,159 － － △10,405

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（百万円） － － 17,411 17,236 20,216

従業員数 （名） － － 6,961 7,501 7,216

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれてい

る事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1)　連結会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(名) 7,501

(注)　従業員数は、就業人員であります。臨時雇用者は含みません。

　

(2)　提出会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(名) 994

(注)　従業員数は、就業人員であります。臨時雇用者は含みません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)　生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 　金額(百万円) 前年同四半期比(％)

コンデンサ 29,076 －

その他 2,084 －

合計 31,160 －

(注) １　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2)　受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 　受注高(百万円)
前年同四半期比

(％)
　受注残高(百万円)

前年同四半期比
(％)

コンデンサ 25,402 － 32,784 －

その他 2,668 － 1,257 －

合計 28,071 － 34,041 －

(注) 　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3)　販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 　金額(百万円) 前年同四半期比(％)

コンデンサ 30,203 －

その他 2,612 －

合計 32,815 －

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　総販売実績に対して10％以上に該当する得意先はありません。

　
　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

(1)　経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間における世界経済は、欧州での財政危機の影響等により一部で停滞も見ら

れましたが、内需が好調に推移した中国やインドなどの新興国で堅調に景気回復が続くなど、総じて回復

傾向で推移致しました。

しかしながら、依然として雇用情勢や所得環境には厳しさが残っており、また、欧州における財政不安

等による景気減速懸念など、不透明な状況が続いております。

このような状況のもと、当社グループにおきましては、中国等の新興国市場を中心に積極的な販売活動

を展開していく中、収益性の面において、生産性の向上を目指す活動として、ＰＩ (Productivity

Innovation) プロジェクトを立ち上げ、設備稼働率の更なる向上に着手致しました。また、海外生産拠点

での生産拡充及び外貨建ての原材料等の購入を進めるなど体質強化にも取り組んでまいりました。

これらの結果、当第２四半期連結会計期間における売上高は328億15百万円（前年同期比23.1％増）と

なり、営業利益は18億24百万円（前年同期営業損失５億72百万円）、経常利益は13億11百万円（前年同期

経常損失13億66百万円）、四半期純利益は７億11百万円（前年同期四半期純損失14億92百万円）となり

ました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

（コンデンサ）

中国を中心としたアジア地域において、パソコンや薄型ＴＶ等のデジタル家電機器、またインバータ・

産業機器関連の需要が堅調に推移したことなどにより、売上高は302億３百万円、営業利益は18億66百万

円となりました。

　

(2)　財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、1,358億74百万円となり前連結会計年度末に比べて20

億23百万円減少致しました。

流動資産は、730億18百万円となり３億70百万円増加致しました。主な要因は、現金及び預金の減少29億

82百万円、受取手形及び売掛金の増加28億９百万円であります。固定資産は、628億55百万円となり23億94

百万円減少致しました。主な要因は、有形固定資産の減少13億27百万円、投資有価証券の時価の下落によ

る減少６億28百万円であります。

流動負債は、326億26百万円となり68億95百万円減少致しました。主な要因は、短期借入金の減少112億

38百万円、未払金の増加20億54百万円であります。固定負債は、435億47百万円となり59億69百万円増加致

しました。主な要因は、長期借入金の増加68億35百万円であります。

純資産は、597億円となり前連結会計年度末に比べ10億97百万円減少致しました。なお、自己資本比率は

前連結会計年度末の43.8％から43.6％となりました。
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(3)　キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は172億36百万円となり、前第２四半期連結

会計期間末に比べ１億74百万円減少致しました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益12億61百万円、減価償却費22億７百

万円などにより、21億78百万円の収入となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出20億67百万円などにより、22億

４百万円の支出となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済による支出26億67百万円などにより、27億１百万

円の支出となりました。

　
(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　
(5)　研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は８億95百万円であります。

なお、当第２四半期連結会計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。
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第３ 【設備の状況】

(1)　主要な設備の状況
　

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2)　設備の新設、除却等の計画
　

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の

新設の計画の完了は、次のとおりであります。

（提出会社）

事業所名 所在地 セグメントの名称 設備の内容
投資額
（百万円）

完了年月

高萩工場 茨城県高萩市 コンデンサ
コンデンサ用

電極箔生産設備
956 平成22年９月

（在外子会社）

会社名
（事業所名）

所在地 セグメントの名称 設備の内容
投資額
（百万円）

完了年月

台湾佳美工股?有限公司 台湾省中華民國 コンデンサ
コンデンサ

生産設備
308 平成22年９月

　
当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は次のとおりでありま

す。

（提出会社）

事業所名 所在地
セグメント
の名称

設備の内容

投資予定金額

資金調達
方法

着手及び
完了予定年月

完了後の
増加能力総額

(百万円)

既支払額

(百万円)
着手 完了

高萩工場
茨城県

高萩市
コンデンサ

コンデンサ用

電極箔生産設備
1,096 0自己資金

平成22年７

月

平成23年６

月
21％増加

　

　

また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 396,132,000

計 396,132,000

　

②　【発行済株式】

　

種類

第２四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成22年９月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成22年11月12日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 142,448,334142,448,334
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は1,000株
であります。

計 142,448,334142,448,334－ －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(千株)

発行済株式

総数残高

(千株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

　平成22年７月１日～

　平成22年９月30日
－ 142,448 － 17,884 － 22,132
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(6) 【大株主の状況】

平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社(信託口)
東京都中央区晴海１丁目８-１１ 17,033 11.95

日本マスタートラスト

信託銀行株式会社(信託口)
東京都港区浜松町２丁目１１-３ 16,120 11.31

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６-６ 6,412 4.50

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７-１ 5,785 4.06

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１-２ 3,346 2.34

ザ チェース マンハッタン バンク

エヌエイ ロンドン エス エル オ

ムニバス アカウント 

(常任代理人 株式会社みずほコー

ポレート銀行決済営業部)

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET LONDON

EC2P 2HD,ENGLAND

(東京都中央区月島４丁目１６-１３)

2,977 2.08

日本蓄電器工業株式会社 東京都福生市武蔵野台１丁目２３-１ 2,332 1.63

明治安田生命保険相互会社

(常任代理人 資産管理サービス信

託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内２丁目１-１(東京都

中央区晴海１丁目８-１２ 晴海アイランド

トリトンスクエアオフィスタワーＺ棟)

2,128 1.49

ザ バンク オブ ニューヨーク ノ

ントリーティー ジャスデック ア

カウント

(常任代理人 株式会社三菱東京Ｕ

ＦＪ銀行)

GLOBAL CUSTODY,32ND FLOOR ONE WALL

STREET,NEW YORK NY 10286,U.S.A

(東京都千代田区丸の内２丁目７-１)

2,039 1.43

株式会社日立製作所 

(常任代理人 資産管理サービス信

託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内１丁目６-６

(東京都中央区晴海１丁目８-１２ 晴海ア

イランドトリトンスクエアオフィスタワー

Ｚ棟)

2,000 1.40

計 ― 60,173 42.24

(注) 　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行及びその共同保有者である三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社、三菱ＵＦＪ投信株式会

社、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社及び国際投信投資顧問株式会社から平成22年７月26日付で大

量保有報告書の変更報告書の写しの送付があり、平成22年７月16日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有して

いる旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができま

せんので、上記大株主の状況には含めておりません。

　なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（千株）

株券等保有割合
（％）

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４-５ 7,291 5.12

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４-５ 289 0.20

三菱ＵＦＪモルガン・スタン

レー証券株式会社
東京都千代田区丸の内２丁目５-２ 171 0.12

国際投信投資顧問株式会社 東京都千代田区丸の内３丁目１-１ 739 0.52
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(7) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 88,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 141,031,000 141,031 －

単元未満株式 普通株式 1,329,334 － －

発行済株式総数 　 142,448,334－ －

総株主の議決権 － 141,031 －

　(注)　１「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株(議決権４個)含

　　　　　 まれております。

　　　　２「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式955株が含まれております。

　
②　【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）

日本ケミコン株式会社
東京都品川区大崎五丁目
６番４号

88,000 － 88,000 0.06

計 － 88,000 － 88,000 0.06

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 397 390 466 453 444 380

最低(円) 358 316 351 369 323 334

(注)　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連

結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づ

き、当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累

計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月

１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30

日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９

月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 18,041 21,023

受取手形及び売掛金 28,711 25,901

商品及び製品 7,273 7,450

仕掛品 8,699 4,869

原材料及び貯蔵品 4,139 7,212

未収入金 5,135 5,566

繰延税金資産 130 98

その他 961 592

貸倒引当金 △74 △67

流動資産合計 73,018 72,648

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 34,480 34,715

減価償却累計額 △19,966 △19,609

建物及び構築物（純額） 14,514 15,106

機械装置及び運搬具 106,562 106,844

減価償却累計額 △83,826 △83,483

機械装置及び運搬具（純額） 22,735 23,361

工具、器具及び備品 10,922 10,562

減価償却累計額 △9,016 △8,859

工具、器具及び備品（純額） 1,905 1,703

土地 7,077 7,109

リース資産 405 368

減価償却累計額 △139 △95

リース資産（純額） 266 273

建設仮勘定 1,422 1,695

有形固定資産合計 47,922 49,249

無形固定資産 1,899 1,805

投資その他の資産

投資有価証券 10,351 10,979

繰延税金資産 14 62

その他 2,726 3,337

貸倒引当金 △58 △185

投資その他の資産合計 13,033 14,194

固定資産合計 62,855 65,249

資産合計 135,874 137,897
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(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 8,247 7,545

短期借入金 5,707 16,945

1年内償還予定の社債 1,000 －

リース債務 191 86

未払金 12,153 10,099

未払法人税等 1,075 940

賞与引当金 1,559 1,114

その他 2,690 2,788

流動負債合計 32,626 39,521

固定負債

社債 － 1,000

長期借入金 35,437 28,601

リース債務 559 210

繰延税金負債 378 656

退職給付引当金 6,394 6,230

環境安全対策引当金 363 438

その他 414 440

固定負債合計 43,547 37,578

負債合計 76,173 77,100

純資産の部

株主資本

資本金 17,884 17,884

資本剰余金 36,196 36,196

利益剰余金 13,693 12,034

自己株式 △24 △19

株主資本合計 67,750 66,095

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 419 887

為替換算調整勘定 △8,888 △6,639

評価・換算差額等合計 △8,468 △5,752

少数株主持分 419 453

純資産合計 59,700 60,797

負債純資産合計 135,874 137,897
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 48,287 65,642

売上原価 43,242 52,360

売上総利益 5,045 13,282

販売費及び一般管理費 ※
 8,477

※
 9,264

営業利益又は営業損失（△） △3,432 4,017

営業外収益

受取利息 22 24

受取配当金 26 34

持分法による投資利益 260 380

その他 47 36

営業外収益合計 358 476

営業外費用

支払利息 457 371

為替差損 654 1,267

その他 78 75

営業外費用合計 1,189 1,714

経常利益又は経常損失（△） △4,263 2,779

特別利益

固定資産売却益 － 11

投資有価証券売却益 － 0

貸倒引当金戻入額 0 －

その他 24 1

特別利益合計 25 13

特別損失

固定資産処分損 34 72

投資有価証券評価損 22 －

貸倒引当金繰入額 － 4

その他 2 1

特別損失合計 60 78

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△4,298 2,714

法人税、住民税及び事業税 135 1,024

法人税等調整額 60 42

法人税等合計 196 1,067

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,646

少数株主利益又は少数株主損失（△） 64 △12

四半期純利益又は四半期純損失（△） △4,559 1,658
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【第２四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 26,662 32,815

売上原価 22,988 26,280

売上総利益 3,673 6,535

販売費及び一般管理費 ※
 4,246

※
 4,710

営業利益又は営業損失（△） △572 1,824

営業外収益

受取利息 12 12

持分法による投資利益 126 265

その他 23 9

営業外収益合計 162 287

営業外費用

支払利息 196 190

為替差損 754 600

その他 4 8

営業外費用合計 956 800

経常利益又は経常損失（△） △1,366 1,311

特別利益

固定資産売却益 － 7

その他 0 －

特別利益合計 0 7

特別損失

固定資産処分損 18 54

投資有価証券評価損 18 －

貸倒引当金繰入額 － 3

その他 3 0

特別損失合計 40 58

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△1,406 1,261

法人税、住民税及び事業税 76 542

法人税等調整額 △13 △2

法人税等合計 62 539

少数株主損益調整前四半期純利益 － 721

少数株主利益 23 10

四半期純利益又は四半期純損失（△） △1,492 711
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△4,298 2,714

減価償却費 4,373 4,333

退職給付引当金の増減額（△は減少） 241 177

貸倒引当金の増減額（△は減少） 107 △113

環境安全対策引当金の増減額(△は減少) △50 △75

受取利息及び受取配当金 △49 △58

支払利息 457 371

為替差損益（△は益） 370 505

持分法による投資損益（△は益） △260 △380

有形固定資産処分損益（△は益） 34 60

投資有価証券売却損益（△は益） － △0

投資有価証券評価損益（△は益） 22 －

売上債権の増減額（△は増加） △7,584 △4,636

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,557 △1,361

仕入債務の増減額（△は減少） 3,136 2,456

未払金の増減額（△は減少） － 1,899

その他 4,380 489

小計 3,437 6,379

利息及び配当金の受取額 50 131

利息の支払額 △454 △354

法人税等の支払額 △1,119 △855

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,913 5,301

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △813 △800

定期預金の払戻による収入 － 802

有形固定資産の取得による支出 △2,359 △3,656

有形固定資産の売却による収入 272 27

無形固定資産の取得による支出 － △270

投資有価証券の取得による支出 － △454

投資有価証券の売却による収入 － 2

貸付けによる支出 △45 △16

貸付金の回収による収入 10 20

その他 △145 351

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,081 △3,991
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(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △5,279 △10,943

長期借入れによる収入 － 7,571

長期借入金の返済による支出 △4,869 △237

セール・アンド・リースバックによる収入 － 499

リース債務の返済による支出 △34 △46

自己株式の取得による支出 △3 △4

財務活動によるキャッシュ・フロー △10,186 △3,159

現金及び現金同等物に係る換算差額 △502 △1,129

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △11,856 △2,979

現金及び現金同等物の期首残高 29,267 20,216

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 17,411

※
 17,236
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)
 

(1)「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」(企業会計基準第16号 平成20年３月10日公表

分)及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第24号 平成20年３月10日)　

を適用しております。

これによる、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

 
(2)資産除去債務に関する会計基準の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号 平成20年３月31

日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日)を適

用しております。

これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。
 

　

【表示方法の変更】

　

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)
　

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)に基づく「財務諸表等の用語、様
式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成21年３月24日　内閣府令第５号)の適用により、
当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

 

　

当第２四半期連結会計期間

(自　平成22年７月１日

　至　平成22年９月30日)
　

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)に基づく「財務諸表等の用語、様
式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成21年３月24日　内閣府令第５号)の適用により、
当第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。
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【簡便な会計処理】

　

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)
　

(1)　たな卸資産の評価方法

棚卸高の算出については、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法によ

り算出する方法によっております。

(2)　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分する方法によってお

ります。

(3)　経過勘定項目の算定方法

合理的な算定方法による概算額で計上する方法によっております。

(4)　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算出方法

法人税等の納付税額の算定については、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法に

よっております。

繰延税金資産の回収可能性の判断については、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生

状況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プ

ランニングを利用する方法によっております。

(5)　連結会社相互間の債権債務及び取引の相殺消去

連結会社相互間の債権と債務の相殺消去

当該債権と債務の額に差異が見られる場合には、合理的な範囲内で当該差異の調整を行わないで債権と債

務を相殺消去しております。

連結会社相互間の取引の相殺消去

取引金額に差異がある場合で当該差異の重要性が乏しいときには、親会社の金額にあわせる方法により相

殺消去しております。
 

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第２四半期連結会計期間末

(平成22年９月30日)

前連結会計年度末

(平成22年３月31日)

該当事項はありません。 該当事項はありません。

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　

前第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)
　 　

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は
次のとおりであります。

荷造運賃 1,302百万円

給与手当 1,915〃

賞与引当金繰入額 357〃
 

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は
次のとおりであります。

荷造運賃 1,847百万円

給与手当 1,943〃

研究開発費 1,815〃
 

　

第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間

(自　平成21年７月１日

　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間

(自　平成22年７月１日

　至　平成22年９月30日)
　 　

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は
次のとおりであります。

荷造運賃 730百万円

給与手当 969〃

賞与引当金繰入額 166〃
 

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は
次のとおりであります。

荷造運賃 941百万円

給与手当 1,006〃

研究開発費 895〃
 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)
　 　

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸
借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸
借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　

現金及び預金 18,229百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △818〃

現金及び現金同等物 17,411百万円
　

　

現金及び預金 18,041百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △805〃

現金及び現金同等物 17,236百万円
　

　

EDINET提出書類

日本ケミコン株式会社(E01926)

四半期報告書

20/30



　

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　

至　平成22年９月30日）

　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類

当第２四半期

連結会計期間末

(株)

　普通株式 142,448,334

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類

当第２四半期

連結会計期間末

(株)

　普通株式 88,955

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

該当事項はありません。　
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計

期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　

当社及び連結子会社は、コンデンサ及びその他の電子部品の製造・販売を主な事業としており、全セグ

メントの売上高の合計、営業利益の合計額に占めるコンデンサ及びその他の電子部品の割合がいずれも

90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）
　

　
日本

(百万円)

北米

(百万円)

欧州

(百万円)

アジア等

(百万円)

計

(百万円)

消去又は

全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対す
る売上高

7,078 1,866 1,68116,03526,662 － 26,662

(2)セグメント間の
内部売上高又は
振替高

18,864 586 2 6,50525,959(25,959) －

計 25,9432,452 1,68422,54052,621(25,959)26,662

営業利益又は営業損
失(△)

1,197 △141 △15 △369 671 (1,243)△572

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1)　北米・・・・・・・米国

(2)　欧州・・・・・・・ドイツ

(3)　アジア等・・・・・シンガポール、マレーシア、香港、台湾、韓国、中国

　

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）
　

　
日本

(百万円)

北米

(百万円)

欧州

(百万円)

アジア等

(百万円)

計

(百万円)

消去又は

全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対す
る売上高

13,5453,476 3,11628,14948,287 － 48,287

(2)セグメント間の
内部売上高又は
振替高

35,8061,050 7 11,95248,816(48,816) －

計 49,3514,527 3,12340,10197,104(48,816)48,287

営業利益又は営業損
失(△)

893 △375 △103 △1,223 △808 (2,623)△3,432

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1)　北米・・・・・・・米国

(2)　欧州・・・・・・・ドイツ

(3)　アジア等・・・・・シンガポール、マレーシア、香港、台湾、韓国、中国
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）
　

　 北米 欧州 アジア等 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 1,465 1,818 17,365 20,649

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － 26,662

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高
の割合（％）

5.5 6.8 65.1 77.4

　

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）
　

　 北米 欧州 アジア等 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 2,710 3,345 30,905 36,961

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － 48,287

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高
の割合（％）

5.6 6.9 64.0 76.5

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1)　北米・・・・・・・米国、カナダ

(2)　欧州・・・・・・・ドイツ、フランス、フィンランド、イギリス

(3)　アジア等・・・・・シンガポール、マレーシア、香港、台湾、韓国、中国

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

　１　報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、コンデンサの製造販売を主体とした機能別の事業本部を本社に置き、国内及び海外の包括的な

戦略を立案し、事業活動を展開しております。従って、当社は「コンデンサ」を報告セグメントとしてお

ります。

「コンデンサ」では、主に材料から一貫したアルミ電解コンデンサの製造販売を行っております。

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間　(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

（単位：百万円）

　
報告セグメント

その他
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

コンデンサ

売上高 　 　 　

  外部顧客への売上高 60,288 5,353 65,642

  セグメント間の内部売上高又は振替高 － － －

計 60,288 5,353 65,642

セグメント利益又は損失（△） 4,122 △105 4,017

(注)１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＣＭＯＳカメラモジュール、

アモルファスチョークコイルなどを含んでおります。

 　 ２　 セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　

　

当第２四半期連結会計期間（自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日）

（単位：百万円）

　
報告セグメント

その他
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

コンデンサ

売上高 　 　 　

  外部顧客への売上高 30,203 2,612 32,815

  セグメント間の内部売上高又は振替高 － － －

計 30,203 2,612 32,815

セグメント利益又は損失（△） 1,866 △42 1,824

(注)１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＣＭＯＳカメラモジュール、

アモルファスチョークコイルなどを含んでおります。

 　 ２　 セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　

　

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」 (企業会計基準第17号　平成21年３

月27日) 及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」 (企業会計基準適用指針第20号　平成20年３

月21日) を適用しております。
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(金融商品関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）

短期借入金及びデリバティブ取引が、企業集団の事業運営において重要なものとなっており、かつ、前

連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

(単位：百万円）

科目
四半期連結

貸借対照表計上額
時価 差額 時価の算定方法

短期借入金 5,707 5,707 ― (注)１

デリバティブ取引（＊） 295 295 ― (注)２

（＊）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につい

ては、( )で示しております。

　

(注)１　短期借入金の時価の算定方法

短期借入金に含まれる１年以内返済予定長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を

行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。この結果、時価は帳簿価額とほぼ等

しいことから、当該帳簿価額によっております。

１年以内返済予定長期借入金を除く短期借入金は、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこ

とから、当該帳簿価額によっております。

  　２　デリバティブ取引の時価の算定方法

   「デリバティブ取引関係」注記をご参照ください。

　

(デリバティブ取引関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）

対象物の種類が通貨関連であるデリバティブ取引が、企業集団の事業運営において重要なものとなっ

ており、かつ、当該取引の契約額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められま

す。

通貨関連

　 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

為替予約取引 　 　 　

　売建 　 　 　

　　米ドル 12,750 348 348

　　ユーロ 1,093 △53 △53

合計 13,843 295 295

（注）１　時価の算定方法

取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

２　ヘッジ会計が適用されているものはありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額
　

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　

１株当たり純資産額 416円42銭
 

　

１株当たり純資産額 423円85銭

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 59,700 60,797

普通株式に係る純資産額（百万円） 59,281 60,343

差額の主な内訳（百万円） 　 　

少数株主持分 419 453

普通株式の発行済株式数（千株） 142,448 142,448

普通株式の自己株式数（千株） 88 77

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数（千株）

142,359 142,370

　

２  １株当たり四半期純利益又は四半期純損失等

第２四半期連結累計期間
　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

　

１株当たり四半期純損失（△） △38円94銭
　

　

１株当たり四半期純利益 11円65銭

(注)１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益
又は四半期純損失(△）（百万円）

△4,559 1,658

普通株式に係る四半期純利益
又は四半期純損失(△）（百万円）

△4,559 1,658

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式の期中平均株式数（千株） 117,096 142,366
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第２四半期連結会計期間
　

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

　

１株当たり四半期純損失（△） △12円74銭
 

　

１株当たり四半期純利益 5円00銭
　

　 　

(注)１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益
又は四半期純損失（△）（百万円）

△1,492 711

普通株式に係る四半期純利益
又は四半期純損失（△）（百万円）

△1,492 711

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式の期中平均株式数（千株） 117,093 142,363

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

　

　

２ 【その他】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

日本ケミコン株式会社(E01926)

四半期報告書

27/30



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年11月13日

日本ケミコン株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士  　土井　英雄    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 　 香山　 良     印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

ケミコン株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ケミコン株式会社及び連結子会社の平成

21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年11月12日

日本ケミコン株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    鈴木　博貴    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    香山　 良     印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

ケミコン株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22

年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ケミコン株式会社及び連結子会社の平成

22年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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